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子どもの居場所等連携体制構築事業新

令和６年度～令和7年度事業の期間

福祉保健課 ７，４６７千円
【財源：宮崎再生基金】

子どもの居場所づくりや困窮者支援に取り組む団体の食料支援等物資の循環の仕組み及び県内全域での協
力体制の構築により支援活動の活性化・持続化を図り、生活困窮世帯の生活の維持・安定につなげる。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 食料等供給体制構築事業

企業等からの食材等の寄贈物品を貯蔵・管理し、必要とする団体に分配

② 子どもの居場所等連携体制構築事業
子ども食堂や学習支援、フードバンクなどの活動団体や生活困窮者自立相談支援機関などに対し、

食品等の提供支援を行う企業等の開拓

⑵ 事業の仕組み
①②県 民間団体

⑶ 成果指標
設置年数が３年以上の子ども食堂の数 現状（令和５年）38 → 令和８年 64以上

事業の概要

委託
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医療的ケア児等の家族の負担軽減のための短期入所の充実や、緊急時の受入れ体制の確保を図る。

事業の目的

医療的ケア児等短期入所拡大促進事業

令和６年度～令和８年度事業の期間

障がい福祉課 ３８，７６６千円
【財源：医療介護確保基金】

新
※医療型及び福祉型の両方を対象
とする補助事業は九州初

⑴ 事業内容
県内の短期入所事業所（医療型・福祉型）に対し、市町村が以下の事業を実施した場合に県が補助

① 医療的ケア児等（医療的ケアスコアが10点以上）の受入れ実績に応じて助成を行う事業
（基準額 医療型12千円／日、福祉型７千円／日）
（補助率１／２）※年60日まで

② 緊急に受け入れた場合に助成を行う事業
（基準額 ７千円／回）
（補助率１／２）※年６回まで

⑵ 事業の仕組み
①②県 市町村 事業者

⑶ 成果指標
県内の短期入所事業所数
医療型   現状  ５か所（定員 38人） → 令和８年  ８か所（定員 50人）  ※各圏域１か所以上
福祉型強化  現状 11か所（定員 81人） → 令和８年 16か所（定員 130人） ※各圏域２か所以上
※圏域：７圏域（宮崎東諸県・日南串間・都城北諸県・西諸県・西都児湯・日向入郷・宮崎県北部）

事業の概要

補助 補助

県

市町村

短期入所事業所

④受入れ実績に
応じて助成

利用者
③サービス利用

⑤実績に応じて補助

②事業
周知

①実施事業者の承認

★県・市町村連携による補助事業（ソフト事業）★
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⑴ 事業内容
① 介護の仕事 in Miyazaki 魅力ＰＲ事業

ベトナム等の送り出し機関や短大等において、
宮崎県で介護職として働く魅力をＰＲ

② 特定技能外国人材マッチング支援事業
本県介護施設等への就労を希望する外国人材と

県内介護事業者とのマッチングを実施
・事業説明会 ・特定技能外国人材の募集
・マッチング ・入国支援 等

⑵ 事業の仕組み
①②県 民間企業

⑶ 成果指標
外国人介護人材受入事業所数 現状（令和４年度）101事業所 → 令和８年度 150事業所
マッチング事業により受入を開始した事業所数 令和８年度  30事業所

事業の概要

外国人介護人材確保の重要性が増している中、外国人介護人材と介護事業者のマッチング支援を実施する
ことで、介護人材の確保を図る。

事業の目的

外国人介護人材マッチング支援事業

令和６年度～令和８年度事業の期間

委託

長寿介護課 １，３００万円
【財源：医療介護確保基金】

新
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若い世代の結婚や家族に対する意識の変化を踏まえ、メディアと連携した戦略的な広報やイベントの開催
等により、結婚に対するポジティブなイメージや社会全体で応援する機運の醸成を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 結婚に対するポジティブイメージの醸成
・メディアを組み合わせた戦略的広報の展開
・高校・大学生が結婚・子育て支援の取組を取材し情報発信する
学生プレスプロジェクトの実施

② 大規模イベント開催
・大規模な出逢いイベントの開催

③ アンバサダー設置
・著名人を結婚応援アンバサダーとして設置

④ イベント会員登録・協賛制度のシステム構築
・イベント情報を届ける「イベント会員登録制度」の構築
・イベント会員向け各種サービスの提供に協賛する事業者から構成される「結婚応援協賛制度」の構築

⑵ 事業の仕組み ①～④ 県 民間企業

⑶ 成果指標 イベント会員登録者数 令和８年度 １万人

事業の概要

結婚応援メディア戦略強化事業新

令和６年度～令和８年度事業の期間

委託

こども政策課 ６９，３３１千円
【財源：国庫、日本一挑戦基金、一般財源】

※結婚応援アンバサダーの設置が
九州初
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結婚応援メディア戦略強化事業【別紙】 新

③ 婚活ライト層

一般層

•結婚支援コンシェルジュの配置（市町村、企業等のサポート）

•メディア戦略強化（大規模イベント、アンバサダー設置等）

•「結婚応援パスポート」制度の構築、協賛店舗拡充

将来婚活層

•イベント会員登録システムの構築

•市町村等と連携した会員向け情報発信の強化

•ライフデザインに関する普及啓発の強化（継続）

婚活ライト層

•県、市町村、団体等による出逢いイベントの開催

•グループ間マッチングの充実（継続）

婚活コア層

•みやざき結婚サポートセンターの機能強化、魅力向上

•民間の結婚相談所等との連携強化

① ポジティブイメージの醸成・メディア戦略の強化

② イベント会員登録制度の新設

③ 出逢いイベントの充実

④ １対１の出逢い・結婚支援の強化

④婚活コア層

①  一  般  層

② 将来婚活層

【ターゲットとなる階層のイメージ】【具体的な施策】

※下線が結婚応援メディア戦略強化事業該当事業

→機運醸成

→情報提供

→機会提供

→マッチング
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